
国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ））の 

書面審査における評定基準等 

 科学研究費助成事業（科研費）は、全ての研究分野にわたり、基礎から応用までのあ

らゆる学術研究を格段に発展させることを目的とするものです。配分審査にあたって、

各審査委員は、応募研究課題について、この目的に大きく寄与するかどうかを適切かつ

公正に判断することが求められます。 

本研究種目では、書面審査と合議審査を同一の審査委員が実施します。 

 書面審査では、各研究課題について、以下の個別の評定要素を考慮した上で、４段階

による相対的な総合評点を付すこととします。合議審査では、書面審査における総合評

点の素点等を適切に勘案して議論を行い、研究課題の採否及び研究費の配分額を決定し

ます。 

 審査にあたり、高い総合評点を付す研究課題は、必ずしも、全ての個別要素において

高い評価を得た研究課題である必要はありません。 

 研究分野の特性など、学術研究の多様性に配慮しつつ、幅広く重要な研究を見いだし、

学術研究が進展するよう、適切な評価を行ってください。 

また、利害関係にある研究者が研究組織に参加している応募研究課題（第７条参

照）の審査は行わないでください。 

「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ））（以下「国際共同研究強化

（Ａ）」という。）」は、科研費採択者が現在実施している研究計画について、国際

共同研究を行うことでその研究計画を格段に発展させ、優れた研究成果をあげること

を目的とするものです。その結果、国際的に活躍できる、独立した研究者の養成にも

資することを目指しています。そのため、応募年度の４月１日現在で「基盤研究（海

外学術調査は除く）」又は「若手研究」に採択されており、応募時点において研究を

実施中の研究代表者（応募年度の４月１日現在で３６歳以上４５歳以下の者。ただし、

博士の学位を取得後５年以上経過した者は３６歳未満でも可。）が一人で一定期間海

外の大学や研究機関において海外共同研究者と共同で行う研究計画を対象とし、留学

等単なる海外派遣を推進するものではありません。 

したがって、書面審査では、国際共同研究強化（Ａ）としての適切性を考慮し、国

際共同研究の意義や必要性等について、専門分野のみならず幅広い観点から、以下に

述べる５つの要素を中心に評価を行ってください。 



ⅰ 評定基準

〔評定要素〕

（１）国際共同研究を実施することで、既に科研費に採択されている研究がどのように発展す

るか明確になっており、その発展性が期待できるか

（２）海外共同研究者との連携関係や外国機関における研究環境が整っているなど必要な準備

を行っており、優れた国際共同研究を遂行できるか

（３）国内外の研究動向等にかんがみ、国際的な環境で海外共同研究者との研究を行う意義や

必要性があるか

（４）研究代表者が、今回計画している国際共同研究に関連してこれまでに質の高い業績をあ

げている者であり、海外共同研究者との円滑な連携により優れた研究成果を期待できる

か

（５）本事業により見込まれる国際的な研究上の連携によって、当該研究者が独立した研究者

として国際的に活躍することや、当該研究分野又は関連研究分野への貢献や新たな研究

分野の開拓が期待できるか

〔総合評点〕

【書面審査】

  各研究課題の採択について、上記（１）～（５）の評定要素に着目しつつ、国際共同研究

強化（Ａ）としての適切性も考慮し、総合的な判断の上、下表右欄に基づき示される評点分

布に従って４段階評価を行い、総合評点を付してください。（担当研究課題数が少ない場合

は、この限りではありません。） 

なお、「利害関係」にあたる研究課題の場合は「利害関係の理由」欄に理由を記入

してください。 

  また、研究計画調書における「研究費の応募・受入等の状況」欄、「人権の保護及

び法令等の遵守への対応」欄は、書面審査において付す総合評点には考慮しないこと

としているため、それ以外の各欄等に基づいて総合評点を付してください。「研究費

の応募・受入等の状況」欄、「人権の保護及び法令等の遵守への対応」欄の審査にお

ける取扱いは、「ⅲ 留意事項」を確認してください。 

評点区分 評点分布の目安

４ １０％

３ ２０％

２ ４０％

１ ３０％

利害関係にあるので判定できない －

注：評価にあたっては、以下を目安として評点を付してください。 

「４：非常に優れている」、「３：優れている」、「２：普通」、 

「１：劣っている」 



〔審査意見の記入〕

国際共同研究強化（Ａ）では、書面審査と合議審査を同一の審査委員が行いますが、

合議審査での議論を深めるために、書面審査における審査意見は審査委員名とともに審

査資料として提示します。

「審査意見」欄には、全ての研究課題について、当該研究課題の長所と短所を中心と

した審査意見を必ず記入してください。

（参考）平成２９年度新規採択研究課題の採択率 ３３．２％

ⅱ その他の評価項目

研究経費の妥当性

 科研費の効果的・効率的配分を図る観点から、研究経費の妥当性・必要性について以

下の点を考慮し、下記の評定区分により、評定をしてください。（「空白」以外の評定

区分は、研究計画との整合性の観点から、各評定基準の記載内容に明らかに該当すると

判断する場合。）また、本研究種目では応募額を最大限尊重した研究経費の配分を行う

予定であり、充足率を１００％に近い水準とする予定です。

 なお、「△」又は「×」の評定をする場合は、その判断に至った根拠を具体的に「そ

の判断に至った理由」欄に記入してください。

・研究経費の内容は妥当であり、有効に使用されることが見込まれるか。

・設備備品の購入経費等は研究計画遂行上真に必要なものが計上されているか。

評定区分 評  定  基  準

（評定に当たっては、欄外「配分状況」を参考にしてください）

（空白） 平均的な充足率であれば当該研究の遂行が可能である

△ 研究計画の内容から判断し、充足率を低くすることが望ましい

× 研究経費の内容に問題がある

（参考）平成２９年度配分状況（新規採択研究課題の平均充足率） ９５．３％ 

ⅲ 留意事項

（１）「研究費の応募・受入等の状況」欄の取扱いについて

 他の研究課題の応募・受入等の状況については、合議審査において「研究資金の不合

理な重複や過度の集中にならず、研究課題が十分遂行し得るかどうか」を判断する際の

参考とすることとしています。このため、書面審査においては考慮しないでください。 



（２）「人権の保護及び法令等の遵守への対応」欄の取扱いについて

研究計画の遂行において人権保護や法令等の遵守が必要とされる研究課題については、

関連する法令等に基づき、研究機関内外の倫理委員会等の承認を得るなど必要な手続き・

対策等を行った上で、研究計画を実施することとなります。このため、書面審査の評価項

目として考慮する必要はありません。

なお、研究を実施するに当たり所定の手続き・対策等に不十分な点が見受けられるなど

研究機関に対して予め指摘が必要と考える場合には、その考えに至った根拠を具体的に

「その判断に至った理由」欄に記入してください。採択された場合には、応募者が所属す

る研究機関に対して所定の手続き・対策等を行うよう通知するとともに、不採択であった

場合でも、審査結果の開示において所定の手続き・対策等に不充分な点があった旨を表示

します。

また、「本項目に該当しない」又は「特段の問題はない（判断できない場合も含

む。）」場合には、「その判断に至った理由」欄への記入は不要です。


